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厚生労働省 

制度廃止“試案”を発表 
１ 

厚労省“試案”の概要 ２ 

厚労省“試案”を解説 ３ 

厚労省“試案”に対する 

オーヴァルの独自評価 
４ 

Ovalニュースレターでは、人

事・企業年金関連の情報を分か

りやすく解説し、企業経営上の

判断をサポートします。 

 

企業年金対策セミナー 

“総合型厚生年金基金 

対策セミナー“ 

 

東京開催 

12月18日（火） 

1月22日（火） 

大阪開催 

1月29日(火） 

時間；13:30～16：00 

参加費：１社につき1万円 

 同封のセミナー案内で 

 お申し込み下さい。 

  年金倒産  

企業を脅かす 

もう一つの「年金問題」 

 

厚生年金基金はなぜ破滅へと 

突き進むことになったのかーー 

 

著者：当社代表 宮原英臣 

発売元：株式会社プレジデント社 

定価：本体1200円（税込） 

◆書籍案内◆ 

 去る11月2日に厚生労働省は、社会保障審議会年金部会に設置した「厚生年

金基金制度に関する専門委員会」の第一回会議に、厚生年金基金制度の見直

しに係る『厚生労働省試案（議論のたたき台）』『厚生労働省試案（議論のたたき台）』『厚生労働省試案（議論のたたき台）』『厚生労働省試案（議論のたたき台）』 を提出した。 

更に、委員会に提出された資料の中で代行割れの実態も明らかになった。 

 

 この厚生労働省試案（以下“試案”）の内容は、厚生年金基金の問題に対

して関知しないという傍観者的スタンス、むしろ問題先送りに与しているよ

うにも映っていたこれまでの厚労省の基本姿勢が大きく変わった厚労省の基本姿勢が大きく変わった厚労省の基本姿勢が大きく変わった厚労省の基本姿勢が大きく変わったことを示す

ものであった。厚年基金の赤字問題、特に『代行割れ』問題をこれ以上は放『代行割れ』問題をこれ以上は放『代行割れ』問題をこれ以上は放『代行割れ』問題をこれ以上は放

置しておけないという厚労省の意志置しておけないという厚労省の意志置しておけないという厚労省の意志置しておけないという厚労省の意志を感じさせるもので、高く評価できる。 

  その一方では、今回の「厚労省の厚年基金廃止試案」を“年金行政の

ちゃぶ台返し”と評し、“総合型厚生年金基金の常務理事らは涙目”であっ

たり“はしごを外された気分”と受け取っている基金関係者も多いようだ。

（年金情報2012年12月19日No.604 記事）これまで厚生年金基金制度の存在でこれまで厚生年金基金制度の存在でこれまで厚生年金基金制度の存在でこれまで厚生年金基金制度の存在で

既得権益を享受してきた基金関係者や金融機関関係者にとっては、厚労省の既得権益を享受してきた基金関係者や金融機関関係者にとっては、厚労省の既得権益を享受してきた基金関係者や金融機関関係者にとっては、厚労省の既得権益を享受してきた基金関係者や金融機関関係者にとっては、厚労省の

方針転換は衝撃的方針転換は衝撃的方針転換は衝撃的方針転換は衝撃的であっただろう。 

 しかし、企業経営の観点からすれば、中小企業への年金普及や、老後保障

と受給権保護というお題目だけで、適切な情報公開や説明も行われないまま

に、年金財政の赤字を一方的に押し付けられてきた加入企業にとっては、総年金財政の赤字を一方的に押し付けられてきた加入企業にとっては、総年金財政の赤字を一方的に押し付けられてきた加入企業にとっては、総年金財政の赤字を一方的に押し付けられてきた加入企業にとっては、総

合型基金の問題が解決されることは朗報合型基金の問題が解決されることは朗報合型基金の問題が解決されることは朗報合型基金の問題が解決されることは朗報である。 

 本ニュースレターでは、厚労省の“試案”内容の解説と併せて、基金制度

の将来性について、特に『代行割れ』となっている270を超える基金に対する

影響、そして『代行割れ』基金が取るべき今後の方向性について当社の見解

を、次頁以降に提示する。 

 厚労省“試案”は今後、専門委員会での検討を経て成案となったら、同省

社会保障審議会年金部会で慎重に審議した上で、来年の通常国会に必要な法

改正を諮る、という見通しにある。12月16日の衆議院選挙の結果次第では、

この見通しもまだ流動的であるとの見方もあるが、一方では、政局の流動も

見越しての上で厚労省は検討作業を取り進めており、自民党とは水面下での

意見調整も進んでいるという説もある。 

 いずれにしても、厚労省年金局の責任者である企業年金国民年金基金課・企業年金国民年金基金課・企業年金国民年金基金課・企業年金国民年金基金課・

渡辺由美子課長は、「一歩も引かない」という強い決意を示している様子渡辺由美子課長は、「一歩も引かない」という強い決意を示している様子渡辺由美子課長は、「一歩も引かない」という強い決意を示している様子渡辺由美子課長は、「一歩も引かない」という強い決意を示している様子

で、全体としての大きな流れが変更される可能性は少ないだろう。で、全体としての大きな流れが変更される可能性は少ないだろう。で、全体としての大きな流れが変更される可能性は少ないだろう。で、全体としての大きな流れが変更される可能性は少ないだろう。    

 この渡辺課長はAIJ問題の修羅場でも取り乱すこともなく対応し、早くも

「将来の次官候補」に名前が挙がっている、という週刊誌報道すらある。 

ホームページもご覧下さいホームページもご覧下さいホームページもご覧下さいホームページもご覧下さい    
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◇◆トピックス①◆◇ 



◇◆トピックス②◆◇  

厚生年金基金制度の見直し：厚労省“試案”の概要 

    Page 2 

Ｏｖａｌニュースレターの

バックナンバーは下記

のウェブサイトをご参照

下さい。 

www.oval-rms.com 

 

31号 

• 任意脱退を巡る訴訟に

「脱退の自由」認める 

• 日本交通基金のケース 

• 尾西毛織基金のケース 

• 有識者会議報告 

 

30号 

• 企業年金実態調査 

• ＡＩＪ投資顧問事件であ

ぶり出された企業年金

の闇 

 

29号 

• 「年金倒産」連鎖は続く

神戸タクシー基金の例 

• 金融機関は「代行返

上」をすでに完了 

• 厚生年金基金制度の

仕組みに答えます。 

• 実質破綻の「指定基

金」全国で81基金 

 

28号 

• 加入企業の脱退、代議

員否決で法廷闘争へ 

• 指定基金と財政健全化

計画の要件改正 

• 指定基金の最新状況 

年金倒産 

企業を脅かす 

もう一つの「年金問題」 

 

厚生年金基金はなぜ破滅へと 

突き進むことになったのかーー 

 

著者：当社代表 宮原英臣 

発売元：株式会社プレジデント社 

定価：本体1200円（税込） 

◆出版案内◆ 
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ホームページもホームページもホームページもホームページも    

ご覧下さい。ご覧下さい。ご覧下さい。ご覧下さい。    
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厚労省“試案”は大きく次の３本柱で構成されている。 

・「特例措置」見直しで『代行割れ』基金の解散を促す。（５年期限） 

・“自主解散”しない場合、厚労大臣指定による“清算型解散”。 

・分割納付の連帯債務廃止、利息は固定金利、 

 代行資産の先行返還制度。 

・新特例措置の検討； 

 納付期間の延長、新特例基準額；負担の上限設定 

・受給者の適正な負担（上乗せ給付の早期停止） 

1. 『代行割れ』問題の対応『代行割れ』問題の対応『代行割れ』問題の対応『代行割れ』問題の対応 

・企業年金選択肢の多様化 

   -ＣＢ（ｷｬｯｼｭﾊﾞﾗﾝｽ）給付設計の弾力化、 

   -集団運用型ＤＣの創設 

・基金から企業年金への移行支援 

   -積立不足償却期間を３０年に延長 

   -代行返上の費用支援、代行資産の先行返還制度、 

    代行資産の現物納付 

2. 企業年金への移行促進企業年金への移行促進企業年金への移行促進企業年金への移行促進    

3. 代行制度の段階的廃止代行制度の段階的廃止代行制度の段階的廃止代行制度の段階的廃止    

・最低責任準備金の計算方法見直し 

   -0.875給付係数見直し、  -「期ズレ」調整 

・代行制度の段階的廃止； 

   -代行部分（公的年金・2階部分）の給付保証、新設の停止、 

   -現存基金は５年以内に代行返上・解散（「代行割れ」基金）、 

   -10年後には厚年本体に移行 

・解散認可基準の緩和 

OvalOvalOvalOval    ViewViewViewView （オーヴァルの視点） （オーヴァルの視点） （オーヴァルの視点） （オーヴァルの視点）    

●厚労省“試案”の中で早急な対応を求められる最大の課

題は、『代行割れ』問題である。 

 平成23年度末で、全国の577基金のうち、その半数近

い287287287287基金が『代行割れ』基金が『代行割れ』基金が『代行割れ』基金が『代行割れ』に陥っている。 

 昨年度の代行割れ基金数が213基金だったので、1年間

で64基金（3割増）も増えている。 

 しかも代行部分の積立不足額代行部分の積立不足額代行部分の積立不足額代行部分の積立不足額は前年度の6,289億円から

7割増の1111兆兆兆兆1,1001,1001,1001,100億円億円億円億円にも達している。 

 『代行割れ』とは、本来の企業年金である上乗せ部分の

積立金はゼロ、スッカラカンであり、上乗せ分の給付は、

国の厚生年金分の積立金を取り崩して支給しているのだか

ら、企業年金としては実質的に破綻している企業年金としては実質的に破綻している企業年金としては実質的に破綻している企業年金としては実質的に破綻している状態である。 

 このままでは、本来、国の厚生年金を補強すべき厚生年金基金が、逆に厚生年金本体の財政を悪化厚生年金本体の財政を悪化厚生年金本体の財政を悪化厚生年金本体の財政を悪化

させかねないさせかねないさせかねないさせかねない、という懸念が大きくなる。そこで、厚労省も重い腰を上げて、厚生年金基金の問題に

本腰を入れて取り組もうとしているのが、今回の厚労省“試案”からうかがえる。 

 同時に、加入企業側も掛金負担の重荷にあえいでいる加入企業側も掛金負担の重荷にあえいでいる加入企業側も掛金負担の重荷にあえいでいる加入企業側も掛金負担の重荷にあえいでいる現実があり、基金を解散したくても代行部分

の積立不足、この不足分は原則として加入企業が一括拠出することになっているので、その拠出額を

企業側が負担することができないため、基金解散もできないという、二進も三進もいかない状況に

陥っている基金もある。そこで、代行部分の積立不足は母体企業（加入企業）が責任を負担するとい

う前提に立ちながらも、母体企業の経営への影響にも配慮する、という難題に取り組む意思と基本的

な方向性を厚労省は明確にした。‘ 



 ◇◆トピックス③◆◇  

  厚生年金基金制度の見直し 

               厚労省“試案”を解説 

Ｏｖａｌニュースレターの

バックナンバーは下記

のウェブサイトをご参照

下さい。 

 

www.oval-rms.com 

年金倒産 

企業を脅かす 

もう一つの「年金問題」 

 

厚生年金基金はなぜ破滅へと 

突き進むことになったのかーー 

 

著者：当社代表 宮原英臣 

発売元：株式会社プレジデント社 

定価：本体1200円（税込） 

◆出版案内◆ 
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企業年金対策セミナー 

“総合型厚生年金基金 

対策セミナー“ 

 

東京開催 

12月18日（火） 

1月22日（火） 

大阪開催 

1月29日（火） 

時間；13:30～16：00 

 

参加費用：１社につき1万円 

同封のセミナー案内で 

 お申し込み下さい。 

発行； 

オーヴァル 

リスクマネジメント 

サービシーズ 

日本支社 

 

〒151-0053 

東京都渋谷区 

代々木4-23-5-101 

TEL； 03-5333-4808 

FAX； 03-5333-4809 

セミナー参加特典とし

て、ご加入基金の財政分

析の詳細レポートをご提

供致します。 

セミナー申込時に加入基

金名をご記入下さい。 

●●●●積立不足の責任を母体企業に求めるからには、企業経営の自主・自治を尊重すべきである。とはい

え、厚生年金保険制度の保険者で制度全体の管理監督責任者である厚生労働省は、代行制度の運営を

野放図にするわけにはいかない。 

 そこで、制度の在り方の原則を維持しつつ、監督・指導責任を果たすには「アメアメアメアメとムチムチムチムチ」を使い分

ける必要がある。 

「アメアメアメアメ」とは基金を自主解散する母体企業に対する支援策基金を自主解散する母体企業に対する支援策基金を自主解散する母体企業に対する支援策基金を自主解散する母体企業に対する支援策であり、「ムチムチムチムチ」とは代行制度を継続する代行制度を継続する代行制度を継続する代行制度を継続する

母体企業に求める厳しい財政運営基準母体企業に求める厳しい財政運営基準母体企業に求める厳しい財政運営基準母体企業に求める厳しい財政運営基準である。 

 

(ア)まず制度継続の場合の「ムチムチムチムチ」について、“代行制度を有する企業年金”である厚生年金基金の

財政運営基準は、「確定給付企業年金法」に準拠した厳格な運営基準を適用すべき厳格な運営基準を適用すべき厳格な運営基準を適用すべき厳格な運営基準を適用すべきである。 

 同法では財政計算の基準、特に運用目標となる予定利率や、積立不足に伴う掛金負担責任等につい

て省令の定めによる厳格な運営基準が設定されており、健全な運営が確保されている。確定給付企業

年金と厚生年金基金との制度間の相互の移行も規定されており親和性も高い。 

 更に、上乗せ部分の代行部分に対する比率を大幅に引き上げる上乗せ部分の代行部分に対する比率を大幅に引き上げる上乗せ部分の代行部分に対する比率を大幅に引き上げる上乗せ部分の代行部分に対する比率を大幅に引き上げることが必要であろう。現行基準では

上乗せ給付分は代行部分の最低1割以上となっており、総合型基金の場合はその比率が平均２割弱と

なっている。上乗せ部分が薄いことが代行割れになりやすい要因でもある。厚労省も統計的には、保

有資産が代行部分の1.3倍以上なければ1年後、1.7倍以上なければ2年後には、代行割れとなる確率

が高くなることを認めており、上乗せ部分が少ないことが財政悪化の要因であることは報告されてい

る。 

(イ)次に代行制度廃止に向けての「アメアメアメアメ」であるが、あくまでも母体企業の経営判断を尊重し、その母体企業の経営判断を尊重し、その母体企業の経営判断を尊重し、その母体企業の経営判断を尊重し、その

結果として自主解散する場合には様々な支援策を提供する結果として自主解散する場合には様々な支援策を提供する結果として自主解散する場合には様々な支援策を提供する結果として自主解散する場合には様々な支援策を提供する、という基本スタンスで見ると、今回の厚

労省試案には、幾つかの有効な措置が含まれている。 

次頁で各措置の有効度合いを◎、○、△、×表記で評価したが、特に「代行割れ」に陥っている厚生

年金基金にとって有効な措置は早急に法改正して欲しいところである。 
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●●●●“基本原則”として積立不足は母体企業が責任を持つ“基本原則”として積立不足は母体企業が責任を持つ“基本原則”として積立不足は母体企業が責任を持つ“基本原則”として積立不足は母体企業が責任を持つことは、「企業年金制度」である厚生年金基

金の在り方としては全く正しい。 

 厚生年金基金は、あくまでも企業の経営判断の下で運営される企業年金制度であり、代行制度は企

業からの要請に応じて設置された。従って、代行部分の運営責任は母体企業にあるので、代行分の積代行分の積代行分の積代行分の積

立不足は母体企業の責任で負担・解消するべき立不足は母体企業の責任で負担・解消するべき立不足は母体企業の責任で負担・解消するべき立不足は母体企業の責任で負担・解消するべきであることは言うまでもない。  

 企業経営の自由・自治を認めるからこそ経営の責任を問えるのであり、自治と責任は一体である企業経営の自由・自治を認めるからこそ経営の責任を問えるのであり、自治と責任は一体である企業経営の自由・自治を認めるからこそ経営の責任を問えるのであり、自治と責任は一体である企業経営の自由・自治を認めるからこそ経営の責任を問えるのであり、自治と責任は一体である。

この観点からすると、代行制度を10年後には“強制的”に廃止することには賛成できない。制度の制度の制度の制度の

継続・廃止は、母体企業の自主判断に任せるべきである。継続・廃止は、母体企業の自主判断に任せるべきである。継続・廃止は、母体企業の自主判断に任せるべきである。継続・廃止は、母体企業の自主判断に任せるべきである。    

 しかし、代行分不足額の負担に耐えかねて母体企業自体が破綻してしまうような事態は、避けなけ母体企業自体が破綻してしまうような事態は、避けなけ母体企業自体が破綻してしまうような事態は、避けなけ母体企業自体が破綻してしまうような事態は、避けなけ

ればならない。ればならない。ればならない。ればならない。一つには企業が年金倒産すると雇用が失われ、周辺の地域産業等に負の影響を及ぼす

ことが懸念される。また、企業が存続していれば将来にわたって厚生年金保険料を払い続けることが企業が存続していれば将来にわたって厚生年金保険料を払い続けることが企業が存続していれば将来にわたって厚生年金保険料を払い続けることが企業が存続していれば将来にわたって厚生年金保険料を払い続けることが

できるのに、その将来の厚生年金保険料収入までも消失してしまうできるのに、その将来の厚生年金保険料収入までも消失してしまうできるのに、その将来の厚生年金保険料収入までも消失してしまうできるのに、その将来の厚生年金保険料収入までも消失してしまう。 

 厚生年金本体にとっては、この将来保険料収入が消失することの方が年金財政に負の影響を生じ厚生年金本体にとっては、この将来保険料収入が消失することの方が年金財政に負の影響を生じ厚生年金本体にとっては、この将来保険料収入が消失することの方が年金財政に負の影響を生じ厚生年金本体にとっては、この将来保険料収入が消失することの方が年金財政に負の影響を生じ

るるるる。 

 そこで、企業の年金倒産を回避するための救済措置・支援策を考えることが必要になる。今回の厚

労省試案にある各措置でも一定の支援効果は望める。とはいえ企業体力の限界を超える負担が生じた

場合には、倒産する企業も出てくる可能性が残る。そうなると、企業倒産を回避し事業継続・雇用維企業倒産を回避し事業継続・雇用維企業倒産を回避し事業継続・雇用維企業倒産を回避し事業継続・雇用維

持のために“企業を救済する”持のために“企業を救済する”持のために“企業を救済する”持のために“企業を救済する”ことは考えられる。 

 ここで明確にしておくべきは、“基金を救済するのではなく、企業を救済する”“基金を救済するのではなく、企業を救済する”“基金を救済するのではなく、企業を救済する”“基金を救済するのではなく、企業を救済する”ということであ

る。その場合、民事再生法適用に類似した取り扱いにして、自力で返済負担できる企業までもが安易

な救済を求めるというモラルハザードの発生も防止すべきモラルハザードの発生も防止すべきモラルハザードの発生も防止すべきモラルハザードの発生も防止すべきであろう。 



◇◆トピックス④◆◇  

 厚生年金基金制度見直し 

        厚労省“試案”・特別措置の内容評価 

    Page 4 

年金倒産 

企業を脅かす 

もう一つの「年金問題」 

 

厚生年金基金はなぜ破滅へと 

突き進むことになったのかーー 

 

著者：当社代表 宮原英臣 

発売元：株式会社プレジデント社 

定価：本体1200円（税込） 

◆出版案内◆ 
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企業年金対策セミナー 

“総合型厚生年金基金 

対策セミナー“ 

 

東京開催 

12月18日（火） 

1月22日（火） 

大阪開催 

 1月29日（火） 

時間；13:30～16：00 

 

参加費用：１社につき1万円 

同封のセミナー案内で 

 お申し込み下さい。 

発行； 

オーヴァル・リスク

マネジメント・サー

ビシーズ日本支社 

 

〒151-0053 

東京都渋谷区 

代々木4-23-5-101 

TEL； 03-5333-4808 

FAX； 03-5333-4809 

 

セミナー参加特典として、

ご加入基金の財政分析の

詳細レポートを提供致し

ます。 

セミナー申込時に加入基

金名をご記入下さい。 

ホームページもホームページもホームページもホームページも    

ご覧下さい。ご覧下さい。ご覧下さい。ご覧下さい。    

wwwwwwwwwwww....ovalovalovaloval----rmsrmsrmsrms....comcomcomcom    

 OvalOvalOvalOval    ViewViewViewView （オーヴァルの評価） （オーヴァルの評価） （オーヴァルの評価） （オーヴァルの評価）    

①兵庫タクシー基金解散による連鎖倒産の原因は、この連帯債務条件にあった。現行特例解散でも連①兵庫タクシー基金解散による連鎖倒産の原因は、この連帯債務条件にあった。現行特例解散でも連①兵庫タクシー基金解散による連鎖倒産の原因は、この連帯債務条件にあった。現行特例解散でも連①兵庫タクシー基金解散による連鎖倒産の原因は、この連帯債務条件にあった。現行特例解散でも連

帯債務が最大のネックとなっているので、廃止されれば自主解散に踏み切る基金は増えるであろう。帯債務が最大のネックとなっているので、廃止されれば自主解散に踏み切る基金は増えるであろう。帯債務が最大のネックとなっているので、廃止されれば自主解散に踏み切る基金は増えるであろう。帯債務が最大のネックとなっているので、廃止されれば自主解散に踏み切る基金は増えるであろう。    

②現行特例措置では、分割納付期間は原則最長10年となっているが、最長15年に延長した方が、企

業には資金繰りが楽になる。 

③固定金利とすることで、企業にとっては分割納付を受け入れやすくなる。③固定金利とすることで、企業にとっては分割納付を受け入れやすくなる。③固定金利とすることで、企業にとっては分割納付を受け入れやすくなる。③固定金利とすることで、企業にとっては分割納付を受け入れやすくなる。    

④積立金減少リスクに歯止めをかけることで、資産保全の効果が期待できる。④積立金減少リスクに歯止めをかけることで、資産保全の効果が期待できる。④積立金減少リスクに歯止めをかけることで、資産保全の効果が期待できる。④積立金減少リスクに歯止めをかけることで、資産保全の効果が期待できる。    

⑤上記④と同様に、資産保全効果が期待できる。代行割れ解散となれば加入者はもとより上乗せ給付⑤上記④と同様に、資産保全効果が期待できる。代行割れ解散となれば加入者はもとより上乗せ給付⑤上記④と同様に、資産保全効果が期待できる。代行割れ解散となれば加入者はもとより上乗せ給付⑤上記④と同様に、資産保全効果が期待できる。代行割れ解散となれば加入者はもとより上乗せ給付

は消滅するので、加入者と受給者の公平性から止むを得ない。は消滅するので、加入者と受給者の公平性から止むを得ない。は消滅するので、加入者と受給者の公平性から止むを得ない。は消滅するので、加入者と受給者の公平性から止むを得ない。    

⑥「解散命令」を発動すれば足りること。強制力を伴わない制度を導入するのは、現行の指定基金制

度に屋上屋を重ねるようなものであり、実効性は伴わない。 

⑦当該適用基準の設定の合理性が不透明である。モラルハザード防止の観点から、その他関連する救

済策と併せ、慎重に議論する必要がある。 

⑧この係数見直しが実施されれば、国に返還すべき所要額の減少が期待できる。 

⑨一時的な影響に過ぎず、解散時の国への返還額を実質的に軽減するものではない。 

⑩基金が解散しても、厚生年金(2階部分)の給付を国が保証するのは元より当然のこと。但し、あえて

明文化することで受給者の不安を軽減する効果はある。 

⑪10年後の強制的な廃止は必要ない、むしろ不適切と考えるので、段階的縮小・廃止の意味はない。 

⑫いずれの緩和措置も、手続き軽減の効果はあるが、代行割れ基金が解散する場合、代行不足分は全⑫いずれの緩和措置も、手続き軽減の効果はあるが、代行割れ基金が解散する場合、代行不足分は全⑫いずれの緩和措置も、手続き軽減の効果はあるが、代行割れ基金が解散する場合、代行不足分は全⑫いずれの緩和措置も、手続き軽減の効果はあるが、代行割れ基金が解散する場合、代行不足分は全

事業主に按分負担を強いるので、実質的には全事業主の同意を得なければならない。解散認可の際事業主に按分負担を強いるので、実質的には全事業主の同意を得なければならない。解散認可の際事業主に按分負担を強いるので、実質的には全事業主の同意を得なければならない。解散認可の際事業主に按分負担を強いるので、実質的には全事業主の同意を得なければならない。解散認可の際

の、母体企業の経営悪化という理由要件の撤廃は、企業としては障害要因が解消したことになる。の、母体企業の経営悪化という理由要件の撤廃は、企業としては障害要因が解消したことになる。の、母体企業の経営悪化という理由要件の撤廃は、企業としては障害要因が解消したことになる。の、母体企業の経営悪化という理由要件の撤廃は、企業としては障害要因が解消したことになる。    

⑬基金合併は、一時的には運営経費の軽減等の効果はでるが、本質的には財政改善には繋がらない。

また、赤字を抱えた基金同士の合併は現実的には起き難い。 

「特例解散・ 

    分割納付」を 

事業所が選択する場合 

事業所間の連帯債務の廃止 ◎ ① 

納付期間・最長15年 ○ ② 

分割納付に係る利息・固定金利 ◎ ③ 

代行資産の先行返還制度 ◎ ④ 

解散申請時からの受給者上乗せ給付停止 ◎ ⑤ 

「清算型解散(仮称)」の導入 × ⑥ 

厚生年金本体への 

納付額(代行分返還額)

について 

「新特例基準の設定」 × ⑦ 

最低責任準備金の計算に用いる係数(0.875)の見直し ○ ⑧ 

「期ズレ」の調整 △ ⑨ 

代行制度の 

段階的縮小・廃止 

代行給付の確保(公的年金である2階部分の給付保証) △ ⑩ 

段階的縮小・廃止のプロセス × ⑪ 

移行期間中の 

制度運営の見直し 

代議員会における法定議決要件 緩和 △ 

⑫ 
解散認可の事前手続き要件 緩和 △ 

解散認可の理由要件（母体企業の経営悪化等）  撤廃 ◎ 

合併など認可基準の緩和 △ ⑬ 


